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＜要 約＞ 
 少子高齢化が急速に進行するなかで、わが国の人口は近い将来大幅に減少することが予測
されている。かかる「人口減少社会」にあって、今後労働力を確保するためには、高年齢者
や女性、若者など、これまで労働力として十分に活用されてこなかった層の雇用を促進する
必要が緊急の課題となっている。 
2004年6月、高年齢者の職業生活の安定と福祉の増進を目的として成立した「高年齢者雇
用安定法」は年金改革に相応する形で改正され、2006年4月より定年後65歳までの雇用確保
措置が段階的に義務化されることになった。同法の改正を契機に、多くの企業は、高年齢者
の継続雇用に向けての取り組みを見直し始めている。 
そこで本稿では、「改正高年齢者雇用安定法」施行後の高年齢者雇用についての企業の取り
組みを検証することによって、今後の高年齢者の雇用場面での活用に向けたいくつかの課題
について明らかにした。 
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はじめに 
 「改正高年齢者雇用安定法」（以下、「改正高齢法」）が2006年4月に施行されてから2年が
経過した。この間、人口減少に伴う労働力人口の減少が予測されるなかで、高年齢者の雇用
の場面での活用は、より一層重要な課題となりつつある。なかでも、もの造りの現場では、
団塊世代が2007年以降相次いで定年を迎え、技能・技術の伝承が大きな社会問題となってお
り、彼らは、今後、優れた経験・知識・技能を持った貴重な人材として活躍することが期待
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されている。一方、老後の生活保障である年金についても様々な問題が噴出し、高年齢者に
とっては、老後の生活に大きな不安を抱えることになった。彼らの多くは、度重なる公的年
金制度改革によって、給付水準のスリム化と支給開始年齢の引き上げなどで定年後も生活維
持のために働き続けなければならない状況にある。このような状況下で登場してきたのが「改
正高齢法」といえるが、同法の施行によって、定年後の大量の高年齢者が非正規雇用の一角
を占めるようになるのではという大きな懸念も生じている。 
 筆者は、「改正高齢法」が施行された直後の2006年7～8月、連合栃木総研の依頼で同法施
行に伴う調査１）を行っている。施行直後ということもあり、同法に対する組合員の認知度は
高くはなかったが、様々な問題点を予見させる調査結果であった。 
そこで本稿では、同法施行より現在に至る高年齢者の雇用の現状を検証しながら、高年齢
者の雇用についての課題を再度確認することにしたい。 
 
第１章「改正高齢法」の施行と雇用延長制度の拡大 
 
１ 高年齢者を取り巻く状況 
 わが国において少子・高齢化が世界に例を見ない速さで進行していることは周知のとおり
である。その結果、労働力人口は、200６年の6,657万人から、現状のまま推移すると、2017
年には6,217万人(約440万人減)へ、2030年には5,584万人（約1,070万人減）にまで減少する
と試算されており２）、「労働力減少社会」への突入が間近である。中でも若年層（15～29歳）
の労働力人口の減少は顕著で、2006年の1,329万人から2030年には928万人へと約401万人減
少することが予測されている。一方、60歳以上の高年齢者層は、2006年の967万人から2030
年には1,037万人へ、但し就業支援が進むケースでは1,274万人へと約307万人の増加が予測
されている。３）さらに団塊の世代が、2007年から2009年の間に、約650万人定年に到達する
といわれており、これら高年齢者層の活用は企業にとって最早待ったなしの大きな課題とい
える。 
 さらに、年金制度改革により、高年齢者の定年後の経済的保障は大きく揺らいでいる。こ
れまで老齢厚生年金の支給は、定年制度と接続した60歳からであった。そのため、定年後の
生活は公的年金によるところが大きかった。しかし、年金制度改革により年金の支給開始年
齢が現在段階的に引き上げられているため、年金制度が60歳定年制と接続していないという
大きな問題も生じている。1995年の改正では、国民年金の老齢基礎年金の支給開始に合わせ
るため、2001年より厚生年金の定額部分の支給開始年齢が60歳から段階的に65歳に引き上げ
られている。2000年の改正では、2013年4月から報酬比例部分についても、60歳から段階的
に65歳に引き上げられることが決まっている。従って、60歳定年制度と年金制度の間の空白
期間を埋めることが早急に求められている。 
 かかる状況の中で、わが国における高年齢者の就労意欲は一貫して高い。図表‐１は、先
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進諸国における高年齢者の労働力率（2006年）を比較したものである。同表より、日本の特
に60歳以上の高年齢者の労働力率が際立って高いことが注目される。４） 
 
図表‐１ 各国における高年齢者の年齢階級別労働力率(2006 年) 
  50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上 
男性  95.7  93.2  71.7  29.5 
日 本
女性  70.5  60.2  40.8  13.0 
男性  86.1  77.7  58.6  20.3 
アメリカ
女性  74.7  66.7  47.0  11.7 
男性  91.2  65.5  19.4 1.6 
フランス
女性  79.1  56.8  17.4    0.8 
男性  91.2  82.0  42.3    5.0 
ドイツ 
女性  78.7  65.6  24.4    2.2 
（出所）ILO “Year Book of Labour Statistics” 
総務省統計局「労働力調査」 
 
また引退時期についても、厚生労働省が実施した「高年齢者就業実態調査」（2004年）に
よると、「既に仕事を辞めている」と答えた人を除くと、男女ともに「年齢に関わりなくいつ
までも働きたい」の割合が最も高い。また「65歳以上まで働きたい」の割合は、男性の場合、
55～64歳層では約7割、女性の場合は、同じく55～64歳層で約5割近くを占めており、60歳
定年後の就業意欲はきわめて高いといえる。就業理由については、同調査結果より、男女と
もに「経済上の理由」の割合が最も高く、男性の場合、60～64歳層では71.8％、65～69歳層
では60.3％、女性の場合、60～64歳層では67.1％、65～69歳層では55.3％で、定年後も自分
と家族の生活を維持するため働かざるを得ない高年齢者が多数存在していることが窺える。 
しかしながら、高年齢者の置かれている雇用状況は厳しい。図表-２より、定年後の60～64
歳の完全失業率は、1992年の3.7％を境に上昇し始め、2001年には8.1％にまで達している。
有効求人倍率も、60～64歳の場合、1992年以降減少し始め、1994年から2001年の間は0.1
以下の厳しい状況が続いている。その後状況は景気回復もあって若干改善されているものの、
相変わらず厳しい状況である。厚生労働省「高年齢者就業実態調査」（2004年）においても、
今後2年程度の高年齢者の雇用予定について、「増やす予定がある」とした事業所はわずか
10.9％で、「未定である」51.1％、「増やさない予定である」36.0％で、高年齢者にとっては
厳しい調査結果となっている。 
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       図表-２ 年齢階級別にみた完全失業率、有効求人倍率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （出所）内閣府「高齢社会白書」（2008年版）44ページ 
  原資料：総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」 
   （原注１）年平均。ただし、有効求人倍率については、平成２年～16年は「求人数均等配分方式」、17年以降
は「就職機会積み上げ方式」による値であり、単純に比較できない。 
   （原注２）有効求人倍率の値は、パートタイムを含む常用のものである。 
 
２ 「高年齢者雇用安定法」の改正 
 わが国の定年制度は、1970年代までは55歳定年が一般的であった。しかし70年代に入る 
と、定年年齢を55歳から60歳へ延長するための政策が相次いで打ち出された。1971年の「中 
高年者等の雇用の促進に関する特別措置法」の制定、73年の「第二次雇用対策基本計画」の
策定（60歳を目標とした定年延長の推進）、76年の第三次雇用対策基本計画、79年の第四次
雇用対策基本計画等である。その結果、80年代に入ると、定年年齢を60歳に改定する企業が
相次ぐなか、1986年には、「中高年者等の雇用の促進に関する特別措置法」が改正され、「高
齢者雇用安定法」として新たに制定され、60歳の定年が努力義務化された。その後、同法は、
1994年の改正によって60歳定年制が法制上義務化（98年4月施行）されることになった。 
 一方、1990年代にはいると、年金支給開始年齢の引き上げが課題となるなか、更なる雇用
延長が重要な政策課題として登場してきた。1990年、「高齢者雇用安定法」は改正され、定
年後の継続雇用が事業主に対して努力義務規定とされ、さらに2000年の改正では、65歳まで
の雇用確保措置の努力義務規定が明記された。 
2003年7月、厚生労働省の「今後の高齢者雇用対策に関する研究会」は、高齢者雇用対策
の基本的な考え方として、「これまでのような年齢を重視した雇用システムを見直し、意欲と
能力がある限り年齢にかかわりなく働き続けることのできる社会の実現を図っていくことが
求められる」とした。そして今後は、年金の定額部分の支給開始年齢の引き上げにあわせ段
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階的に定年年齢を引き上げるか、定年延長が困難な場合は希望者全員を対象とする再雇用制
度等の継続雇用制度の導入によって年金支給開始年齢までの雇用を確保すべきであるとした。 
その結果、2004年6月、「高齢者雇用安定法」は改正され、2006年度から、高年齢者雇用
確保措置として、①定年制の廃止、②年金支給開始年齢の段階的引き上げに接続した定年年
齢の65歳までの段階的引き上げ、③継続雇用制度の導入のいずれかの措置を実施することが
義務付けられた。①は、定年制度そのものを廃止し、年齢を理由とした労働契約の終了を行
わないとするものである。②の定年年齢の引き上げについては、最終的に2013年4月より65
歳定年制が導入されるスケジュールで、それ以前は段階的に義務化年齢が引き上げられる経
過措置となっている。③の継続雇用制度は、定年年齢自体は据え置くが、「勤務延長制度」及
び「再雇用制度」により、65歳までの雇用を確保しようとするものである。その際、継続雇
用制度では、原則として就労意欲のある希望者全員を対象とするよう規定しているが、同制
度導入の場合のみ、対象者を限定する基準の設定が可能となっている。すなわち、事業主は
労働組合あるいは労働者の過半数を代表する者との労使協定締結により、対象者の基準の決
定が可能となったのである。仮に労使協定締結が「改正高齢法」の施行時までに調わなかっ
た場合でも、大企業は2008年度、中小企業は2010年度まで、特例措置期間として、就業規則
等における基準の設定も可能となっている。但し、雇用確保措置を設けない事業主に対する
罰則規定はなく、助言・指導・勧告などの行政指導にとどまっている。 
なお、労使協定等で定める基準について、厚生労働省は、あくまでも労使間で自主的に定
めるものであるとしながらも、「具体性」と「客観性」は担保されるべきであるとした５）。前
者については、「労働者自ら基準に適合するか否かを一定程度予見することができ、到達して
いない労働者に対して能力開発等を促すことができるような具体性を有するものであるこ
と」とし、後者については、「企業や上司等の主観的な選択ではなく、基準に該当するか否か
を労働者が客観的に予見可能で、該当の有無について紛争を招くことの内容が配慮されたも
のであること」としている。そしてたとえ労使間で協定が締結されても、「事業主が恣意的に
継続雇用を排除するなど、労働者の基準といえないもの」、「公序良俗や他の労働関連法規に
反するもの」については認められず、指導の対象となるとした。 
 
第２章 雇用延長制度の拡大 
 
１ 高年齢者雇用確保措置の導入状況 
 2006年4月に義務化された高年齢者雇用確保措置の実施状況について、厚生労働省が毎年 
事業主に対して、提出を課している報告書を基に検証してみたい。 
 先ず、高年齢者雇用確保措置導入済み企業の割合は、300人以上の企業の場合、同法施行
前の2005年11月時点では23.6％にしかすぎなかったが、2006年には94.4％、2008年には
99.8％へと増加し、同法の施行を契機として、高年齢者雇用確保措置の導入が大きく進展し
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たことがわかる。一方、中小企業（51～300人）では、同法施行前の状況は不明であるが、
2006年の82.0％から2008年の95.6％と13.6ポイントの大きな増加となっており、この間着実
に雇用確保措置の導入が進んでいることがわかる。 
 雇用確保措置の内訳については、「改正高齢法」施行前の2006年1月時点では、「継続雇用
制度の導入」が93.6％と圧倒的多数であった。その後2008年6月時点では、「定年の定めの廃
止」2.1％、「定年の引き上げ」12.5％なども若干増加してはいるが、大多数の企業は、依然
として「継続雇用制度の導入」（85.4％）の措置を講じていることがわかる。この傾向は、
2006年の同法施行以降一貫しており、大きな変化は見られない。その結果、定年到達予定者
のうち継続雇用される予定者の占める数（割合）は、雇用確保措置義務化前の2005年と比較
すると、12万人（48.4％）から2008年には31万6千人（73.3％）へと19万6千人、24.9ポイ
ントの大幅な増加となっている。 
継続雇用制度の対象者に係る基準については、「希望者全員」とした企業は、2006年の
39.1％から2008年の38.6％と4割弱でほとんど増えておらず、何らかの基準を設けている企
業が多いことがわかる。基準については、4割強が労使協定で、2割弱が就業規則で「基準設
定」を行っていることがわかった。 
 雇用確保措置の上限年齢については、2006年4月の施行時は、義務化スケジュールを前倒
しで65歳以上とした企業は40.4％、当時の義務年齢の62歳から64歳に引き上げた企業は
59.6％であったが、2008年には義務年齢である63歳あるいはそれより1歳上の64歳を上限年
齢とした企業は20.5％、義務化スケジュールを前倒して65歳以上とした企業は79.5％で、こ
の間に65歳までの雇用確保措置が企業に広く浸透していることがわかる。なお、「希望者全
員が65歳以上まで働ける企業」の割合は39.0％（大企業では21.2％、中小企業では42.2％）、
「70歳までの雇用確保措置を実施した企業」の割合は12.4％（大企業では7.4％、中小企業で
は13.2％）であった。 
 これらの結果、雇用確保措置義務化後の高年齢者の動向を義務化前(2005年)と比較すると、
60～64歳の常用労働者数は78万4千人から128万9千人へと50万5千人、64.3％の大幅な増加
となった。また65歳以上の常用労働者数も26万5千人から48万8千人へと22万3千人、83.8％
の大幅な増加となっている。 
  
２ 再雇用制度における雇用延長後の処遇 
 2013年4月より完全実施される65歳までの雇用確保措置については、ほとんどの企業が60 
歳定年制を維持しながら、定年到達後、再雇用制度を導入していることが明らかになった。
そこで企業の再雇用制度の取り組みの実態を、労働政策研究・研修機構が、「改正高齢法」施
行から半年後の2006年10月に実施した「企業に対するアンケート調査結果」６）をもとに検
証してみたい。 
「改正高齢法」では、継続雇用制度を「現に雇用している高年齢者が希望するときは、当
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該高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制度」（第9条2項）と定義しているが、同制
度導入の場合のみ、労使協定あるいは就業規則で、対象者に係る基準の設定が認められてい
る。基準の具体的内容（複数回答）については、「健康上支障がないこと」88.7％、「働く意
思・意欲があること」83.5％を8割以上の企業があげており、次いで、「出勤率、勤務態度」
62.7％、「一定の業績評価」57.4％、「会社が提示する職務内容に合意できること」45.3％と
続き、企業側が圧倒的に再雇用の選択権を有していることがわかる。 
継続雇用後の雇用形態（複数回答）については、「嘱託・契約社員」が最も多く83.4％、次
いで「パート・アルバイト」の19.8％、「正社員」の12.0％で、圧倒的多数が非正規雇用で占
められていることがわかる。雇用契約期間は、1年の有期雇用が83.5％と大多数である。継
続雇用後の勤務形態（複数回答）は、「フルタイム」を導入している企業が89.1％と多数を占
めている。 
 次いで継続雇用後の仕事内容について見てみると、「通常、定年到達時の仕事内容を継続」
が最も多く71.9％、「各人によって異なる」が23.3％で、「通常、定年到達時と異なる」はわ
ずか2.0％にしか過ぎず、定年到達時の仕事内容を再雇用後も継続している状況が明らかとな
った。なかでも継続雇用を希望している高年齢者の割合が全員あるいは90％以上の企業の場
合、仕事内容を継続している割合は9割近くにも達していることが明らかとなった。 
 しかしながら継続雇用制度における年収水準を定年到達時の年収（年金等も含む）と比較
すると（図表-3参照）、「ほぼ同程度」（6.5％）あるいは「多い」（0.1％）と答えた企業はわ
ずか6.6％で、「6～7割程度」が最も多く44.4％、次いで「半分程度」20.4％、「8～9割程度」
14.8％、「3～4割程度」8.2％と続いている。年金等を含め定年到達時の年収の6～7割程度以
下に設定している企業の割合は合計すると73.0％で、再雇用後の賃金水準を、同一の仕事内
容にもかかわらず、大幅に減額している企業が多数存在していることがわかった。半分以下
に設定している企業も約3割存在していた。 
図表-3 定年到達時の年収と比較した継続雇用者の年収水準（n＝1051） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）労働政策研究・研修機構「高齢者継続雇用の現状－企業 
    アンケート調査結果－」（2006年 10月調査） 
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図表-4 賃金水準を決めるにあたって特に考慮した点（n＝1051） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）労働政策研究・研修機構「高齢者継続雇用の現状－企業 
          アンケート調査結果」（2006年 10月調査） 
 
賃金水準決定に際して、企業が特に考慮した点（複数回答）については、図表‐４より、
「定年到達時の賃金水準」が最も多く48.0％、次いで「高年齢雇用継続給付の受給状況」の
27.6％、「在職老齢年金の受給状況」の27.3％、「業界他社の状況」の25.1％と続いている。
高年齢雇用継続給付とは、60歳以降の賃金が60歳時点に比べて25％以上低下した状態で働き
続ける場合に雇用保険より支給されるもので、支給額は、その低下率に応じて、各月の賃金
の約15％相当額あるいはそれ未満の額が支給されることになっている。そのため企業にとっ
ては、その分賃金が低く設定できるというメリットがある。但し、この制度は60～64歳にの
み適用されているため、「その前後の年齢層の高齢者の労働市場に歪みをもたらす」７）とい
う指摘がある。また在職老齢年金（60歳以上の雇用者に対し、賃金水準に応じて減額され支
給される年金）についても「働くことに中立的な制度となっていない」８）ことが指摘され、
2004年の年金制度の改正では、在職中の老齢厚生年金の一律2割支給停止が廃止された。 
賞与の支給については、「賞与の支給はない」が最も多く30.3％で、次いで「すべての継続 
雇用者に定率（一定の月数）で支給」が27.1％、「継続雇用後の担当職務に応じて支給」が
17.6％と続いている。 
 かくして継続雇用者の賃金・賞与の年収総額に占める割合では、無回答の企業割合が3割
近くを占めているが、回答があったなかでは、「90％以上」が16.8％で最も高く、次いで「70
～80％未満」と「60～70％未満」が14.7％、「80～90％未満」12.1％と続き、継続雇用後の
賃金・賞与なくしては、最早生活が成り立たない層、すなわち定年後も働かざるを得ない層
が多数存在していることが明らかになった。 
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第３章 電機産業における雇用確保措置の取り組み 
 
１ 電機産業における雇用延長制度の導入 
電機大手各社は、2000年から2001年の間に雇用延長制度を相次いで導入している９）。雇用 
延長の形態は、ほとんどが再雇用制度であったが、富士電機グループは2001年、電機大手で 
初めて定年延長制度を導入した。雇用延長の背景には、少子・高齢化の進展の中で、「団塊の
世代」の大量退職に伴う労働力不足や技能・技術の伝承といった問題に今後直面することが
予想されたこと、また年金制度改革によって、年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられ
たため、定年と年金との空白期間を埋める方法を講じることが企業に求められていたこと、
さらに労働組合から雇用延長を望む声があがっていたことなどがあげられる。 
 ところで、電機産業における労働組合の産別組織である電機連合は、1970～1972年闘争で 
60歳定年制を他産業に先駆けて実現することに成功している１０）。その後も60歳以降の雇用
延長に関心を寄せ、1981年には「中高年対策指針」のなかで、60歳定年制の完全実施を前提
に65歳までの雇用継続を提起している。さらに厚生年金の支給開始年齢が60歳から65歳へ段
階的に引き上げられることになったことも、60歳以降の雇用確保に産別として取り組むきっ
かけを与えることになったといえる。そして、1990年代は一貫して、「65歳への定年延長」
に取り組むことになるが、当時の経営環境の厳しさもあり、一律定年延長の交渉は難航する。
その結果、2000年の春季生活闘争では、「60歳以降の雇用延長」を統一目標基準とし、「産別
指針三原則」に向けた取り組みへと転換していく。すなわち、①本人の就労希望に対して、
会社は就業の場を提供する、②雇用延長は厚生年金支給開始年齢と直結させる、③身分につ
いては、社員に準じた安定したものとするなどである。このような労使交渉の中で、2000年
以降、電機連合傘下の各社は雇用延長制度の導入を進めていくことになる。 
 次に、電機大手各社が導入した雇用延長制度の実態について、電機連合が実施した「定年 
退職金・企業年金制度に関する調査」（2005年9月調査）を中心に検証してみることにする。 
上述したように、電機大手が導入した雇用延長の形態は、ほとんどが再雇用制度であった。
制度適用者の条件については、「希望者全員」はわずか19.8％にしか過ぎず、「条件あり」の
選別基準がある企業が80.2％と多数を占めた。具体的条件については、「会社ニーズと本人ス
キルがマッチした者」、「健康・意欲・能力などを会社が認めた者」、「提示職務と本人希望が
マッチした者」などで、会社に圧倒的に選択権があることがわかる。 
 再雇用後の雇用形態については、「嘱託」が最も多く56社（55.4％）、次いで別会社に移っ 
た上で「派遣」13社で、「正社員」としたのはわずか9社にしか過ぎなかった。 
 再雇用後の労働条件については、労働時間は8割近くが「正社員と同一」のフルタイム勤
務であった。 
 賃金については、正社員とは別の賃金体系となっており、水準の決定方法（複数回答）は、 
「月収で決定」が最も多く51社(50.5％)を占めており、次いで「時間給」の39社(38.6％)、「年 
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収」の13社(12.9％)と続いている。賃金水準については、各社、60歳定年時の50～60％程度 
の水準を想定しており、大幅な賃金額の減少となることは明らかである。なお、2006年以降、 
電機連合は「産業別最低賃金を上回る水準の保障」を統一要求として掲げている１１）。ちなみ
に2008年度の全国における電機労働者の産業別最低賃金加重平均時間額は771円、東京にお
いては817円である。この額が、果たして定年後の高年齢者の労働の対価として、妥当な額
かどうかは問題が残る点である。 
さらに電機大手の中には、雇用延長の選択時期を早い場合は55～56歳で選択させ、60歳ま 
での賃金も大幅に減額するケースもある。三菱電機の場合１２）、60歳以降の雇用延長を選択
すると、56歳で一旦退職し、再雇用される制度となっている。従って、56歳から60歳までの
賃金水準は、56歳時点の80％となり、それ以降65歳までは56歳時点の50％となるよう設計
されている。NECの場合１３）も56歳で雇用延長を選択させ、60歳までは正社員としての身分
を保障するが、賃金水準は60歳までは56歳時点の80％と減額され、60歳以降は嘱託として
56歳時点の50％に大幅に減額される。その結果、三菱電機の雇用延長の実績、すなわち定年
退職者数に対する再雇用希望者数は、2005年度28.6％、2006年度34.7％、2007年度35.3％
と低迷している。 
 
２ 富士電機ホールディングスにおける定年延長制度 
富士電機ホールディングスは、電機大手で初めて定年延長制度を導入した企業である。１４）
しかしながら、同社は、従業員の定年延長への選択が低迷したため、制度の見直しを実施し、
6年で新制度への転換を図っている。同社は、2000年、一般社員に対して、55歳時点で定年
年齢を60歳か65歳のいずれかから選択する「選択制定年延長制度」を導入した。同制度では
定年延長を選択した場合、56歳以降60歳までの賃金・賞与の15％減額、60歳以降での55歳
時の50～55％の大幅減額が定年延長制度とセットで導入されている。つまり、従来の賃金カ
ーブを変更させることによって、4年間にわたって減額された原資が、60歳以降の雇用延長
に活用されたということである。但し、定年延長選択者には、年収が極端に減少しないよう
に、退職金の分割支給（前払い）が用意されている。しかし、一般社員の定年延長の選択率
は極端に低く、2002年度の選択時期以降は2.0％～5.0％の間を低迷している。そこで同社は
将来の労働力不足に備えるため、労使交渉を経て、2006年6月に新制度を導入した。新制度
では、57歳時点で、定年年齢を60～65歳の間から本人が個別に選択できるようになった。57
歳という選択時期については、要員管理の点から見るとぎりぎりのラインであるというのが
会社側の説明である。定年延長を選択する上では特別な基準はなく、通常勤務が可能なら、
60～65歳の間で本人が希望する年齢まで定年を延長することが可能となった。 
勤務形態は従来同様、通常勤務（7時間45分勤務）が基本であるが、事業会社ごとに短時
間勤務や勤務日数を少なくすることなども設定できるようになった。 
さらに新制度では、60歳以前の賃金カットはなくし、60歳以降はそれ以前の60％に賃金・
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賞与を引き上げた。また、賃金体系は60歳までと同一で、月例給与に0.6をかけることにな
る。ちなみに同社の社員は、入社段階から「企画職群」と「技能・実務職群」に区分され、
それぞれのコースの中で処遇されている。従って、賃金制度は、「企画職群」の場合は職能給
（等級別に定額）と成果給（目標管理を基準とした成果と行動特性の評価により毎年変動）
で構成されており、「技能・実務職群」は「職務給」（職種別に定額）と習熟給（職種ごとの
習熟段階に応じて設定）によって構成されている。１５） 
 但し、管理職層（経営職群と企画職群）については、定年延長ではなく、60歳以降、1年
毎の再雇用という雇用延長制度を採用している。適用者については選定基準を設け、１年毎
に再雇用の可否が判断される。判定基準は以下の４項目で、全てを満たす者を適用者とした。
①勤労意欲に富み、引き続き勤務を希望する者、②直近の定期健康診断結果において、要休
業・就労制限の判定がなされなかった者、③過去３年間の個人業績評価が標準的ないしはそ
れ以上の評価の者、④職場の風紀や秩序を乱すような行為が見られない者などである。すな
わち管理職層については、一般社員と異なり、毎年再雇用されるため、これら4項目の基準
のクリアが求められることになる。 
 以上のような新制度の導入により、同社における定年延長選択者は、2007年度には47％に
上昇している。しかしながら、この数値は、高年齢者の就労意欲が極めて高いといわれてい
る状況下で、定年到達者の半数以上が同社での継続雇用を望んでいないということであり、
今後社員にとって使いやすい制度への更なる改善が求められているといえる。 
 
第４章 高年齢者雇用確保措置における運用上の課題 
 
 「改正高齢法」の施行が、定年後の高年齢者の雇用継続を進めたことは明らかとなったが、
運用の過程で、今後「エイジ・フリーな社会」を目指すためのさまざまな課題が明らかとな
ってきた。そこで本章では、これらの課題についてまとめてみることにする。 
  
１ 継続雇用制度運用上の課題 
 先ず第１にあげられるのは、「改正高齢法」の施行によって、企業は、2013年4月までに65 
歳までの雇用機会を確保することを義務付けられたが、多くの場合、60歳の定年年齢は据え
置きながら、再雇用制度を導入している点である。しかも再雇用後の雇用形態は、圧倒的多
数がコストの安い非正規雇用である。 
総務省「就業構造基本統計調査」によると、高年齢の雇用者数（役員を除く）は1997年か 
ら2007年の10年間に、60～64歳層では約728.8千人、65～69歳層では442.7千人増加してい
るが、うち正社員は、60～64歳層では約5万人強、65～69歳層では約1千人増加しているに
過ぎない。その他の増加分は、パートや嘱託、契約社員などの非正規労働者である。その結
果、2007年には、正規労働者の割合は55～59歳層の65.8％から、定年後の60～64歳層では 
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（出所）総務省統計局「就業構造基本調査」（2007年） 
 
37.8％、65～69歳層では27.8％と急激に減少している。これを性別で見てみると、図表‐5
より、男性の場合は特にその傾向が顕著で、55～59歳層の85.7％から、60～64歳層の44.5％、
65～69歳層の27.4％へと60歳定年を境にして正規労働者の割合が半数近くに減少している
ことがわかる。一方、女性の場合は、30代半ばになると非正規労働者の割合が全体の半数を
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超えるようになることもあって、正規労働者の割合は55～59歳層の40.0％から、60～64歳層
の28.2％、65～69歳層の28.4％へと減少幅は小さくなっている。非正規労働者全体に占める
各々の雇用形態の割合は、男性の場合、60～64歳層では嘱託が最も多く31.2％、次いでパー
ト22.2％、契約社員19.6％、65歳以上になるとパートが増え、次いでアルバイト、嘱託とい
う順番になっている。女性の場合は、一貫してパートが大きな割合を占めている。 
 しかしながら雇用形態に関する労働者側のニーズは、正社員として継続雇用されることを
希望しているケースが圧倒的に多い。労働政策研究・研修機構が2007年2月に実施した「60
歳以降の継続雇用と職業生活に関する調査」（以下、「従業員アンケート調査」）によると、継
続雇用時に最も希望する雇用形態は、「正社員」が56.5％で最も多く、次いで「嘱託・契約社
員」の29.6％、「パート」の5.9％と続き、正社員で継続雇用されることを希望している定年
直前（調査対象者は57～59歳）の労働者が多数いることが明らかである。だが現実には、「最
も可能性が高い働き方」は「嘱託・契約社員」と答えた労働者は71.1％にも達しており、正
社員での継続雇用の厳しさを窺わせる。大量の定年後の高年齢者が、女性や若年層に続
く「第3の非正規労働者予備軍」として活用されようとしていることは間違いない事実とな
っている。 
 第２は、再雇用後の賃金水準についてである。賃金は、ほとんどのケースで定年到達時よ
り大幅に減少している。企業は公的補助制度を活用して最終的には、それらも含め定年到達
時の6～7割程度の水準を維持しようとしていることが様々な調査結果より明らかとなった。
しかし、労働政策研究・研修機構が2006年10月実施した「高齢者継続雇用の現状－企業アン
ケート調査結果」（以下、「企業アンケート調査」）では、定年到達時の半分以下に設定してい
る企業も約3割程度存在していた。大手電機各社では、雇用延長を選択する50代半ばの賃金
の半分にまで減額している事例も見られた。再雇用後の職務については、変わらないとする
ケースが多いにもかかわらず、このような大幅な賃金額の減少は、高年齢者の理解を得るこ
とは難しいといえる。現に、「従業員アンケート調査」でも、「定年後現在の会社で働きたく
ない理由」（複数回答）のトップは、「継続雇用後の賃金が安すぎるから」（39.2％）であった。
第3章で言及した電機大手の事例のように、50代半ばで雇用延長を選択させ、延長を選択し
た場合、60歳までの賃金・賞与の減額分を原資にして雇用延長を可能にするというやり方は、
年金支給開始年齢までの安定した雇用の確保という「改正高齢法」の趣旨に大きく反してい
るといえるだろう。 
 第３は、継続雇用制度導入の際の対象者にかかわる基準についてである。「改正高齢法」で
は、希望者全員の再雇用を企業に求めているが、労使で十分な協議の上で締結された労使協
定等においては基準を設定することが認められている。改正法施行直後に実施した「企業ア
ンケート調査」によると、再雇用の対象者を「原則として希望者全員」とした企業は24.6％
で、「継続雇用制度の対象者についての基準に適合する者」が72.2％と多数を占めた。また、
日本経団連が2008年5月～6月に会員企業に対して実施した「改正高年齢者雇用安定法に対す
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る企業の取り組み状況に関するアンケート」によると、「希望者全員」とした企業は15.6％に
しか過ぎず、「一定の基準を満たした者」とする企業が84.2％と大多数を占め、企業が提示し
た基準に適合した者のみを再雇用の対象としている企業が多数派であることがわかった。希
望者全員が65歳まで働き続けられることを強化した「改正高齢法」の見直しを含めた検討が、
今後必要となってくるだろう。 
基準の具体的内容について、厚生労働省は、施行通達で「具体性」と「客観性」を示すこ
とが望ましいと明記している。労働政策研究・研修機構が実施した「企業アンケート調査」
では、先ず「健康」と「働く意思・意欲」を8割以上の企業があげており、この両者を再雇
用の前提条件としていることがわかる。しかし健康状況や意思・意欲の程度を問う項目は、
きわめて曖昧で主観の入りやすい透明性に欠ける項目ともいえる。次いで、「出勤率、勤務態
度」（62.7％）、「一定の業績評価」(57.4％)、「会社が提示する職務内容に合意できること」
（45.3％）と続き、企業側が圧倒的に再雇用者の選択権を有していることがわかる。また「会
社が特に必要と認めた者」という具体性に欠けた基準も29.2％存在しており、不適切な基準
といえるだろう。労使で十分に協議して、企業側が恣意的に継続雇用を排除しようとするこ
とがないような基準作りが求められる。現に労働組合との協議のなかでも特に議論の焦点と
なったのは、「制度を活用できる人の選考基準」（複数回答で70.1％）であった。公平で透明
性が担保された基準作りが企業には求められている。 
現在、雇用延長の基準をめぐって、NECの子会社で働く女性が雇用延長を求めて労働審判
を申し立てている。１６）同社では、56歳時点で直近2回の人事考課が著しく劣っている場合は、
雇用延長の対象にしないと規定し、2年連続で昇給額が標準昇給額を下回らないことを条件
としている。その結果、これまで雇用延長された女性は皆無となっている。募集・採用、配
置・昇進、賃金、教育訓練等々、雇用の様々なステージで、未だ大きな差別を被っている女
性にとって、定年後も現役時代の処遇の産物として、雇用延長されないという事態は、看過
できない問題といえる。今後、女性も定年まで勤め上げ、定年後も再雇用されるという選択
肢が増えてくることを期待したい。 
 
おわりに 
 
 政府は2008年度から3年間を「経済成長戦略」の重点期間として、3年間の数値目標を掲げ、
迅速かつ集中的な施策を実施することを表明している。１７）そこでは、「全員参加社会の実現」
のために、2010年度までに、若者、女性、高齢者の220万人の雇用充実（100万人の正社員
化、120万人の雇用創出）を掲げている。そして、かかる社会の実現を目指すために、「新雇
用戦略」が打ち出された。同戦略では、「働く意欲のあるすべての人々が、年齢、性別や世帯
の構成、就業形態にかかわりなく能力を発揮する「全員参加の社会」を実現する」としてい
る。そして高年齢者については、「団塊の世代が60代を迎える中、その能力・経験を発揮で
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きる枠組みを早急に作る必要がある」として、「65歳までの継続雇用の着実な推進」、「地域
貢献活動、起業の支援」、「多様な就業による生きがい対策の推進」等をあげ、3年間で100万
人の60～64歳層の就業増を目指している。具体的数値目標として、高齢層（60～64歳）の就
業率を2010年に56～57％へ引き上げること、65歳以上定年企業等の割合を2010年度まで
に50％へ、そして「70歳まで働ける企業」を2010年度までに20％へ増やすことを目指して
いる。 
 かかる政府の雇用戦略に対し、企業は、2006年４月の「改正高齢法」施行以降、この時期
が「2007年問題」あるいは景気回復期とも重なったこともあって、定年後の高年齢者の雇用
確保に取り組み始めたといえる。なかでも団塊世代の大量退職によって技術・技能の伝承に
大きな課題を抱えていた製造業、あるいは人手不足が広がるなかで将来の安定的な人材確保
を狙っている流通業などでは、その動きは顕著であった。流通大手のイオン１８）では、2007
年2月、「65歳定年制」を導入した。同社は、前年2月に再雇用制度を導入したが、定年によ
って働く意欲が落ちることを懸念して、1年で定年延長に踏み切った。定年延長制度の対象
は、定年に到達した正社員・有期雇用社員（契約社員、パート社員）全員である。また外食
では、2006年、日本マクドナルドホールディングスが定年制を廃止している。しかし、その
後おそってきた急激な経済危機に伴う雇用調整の嵐のなかで、高年齢者の雇用延長の流れが
今後どのように変化していくのかはじっくりと注視していく必要があるだろう。「改正高齢
法」が意図した高年齢者雇用の基本的な考え方が、社会及び企業にどのように浸透していく
かがまさに問われているといえるのである。 
また、公的年金制度と連携した高年齢者の雇用確保は、今や社会の大きな要請となって
いる。厚生年金制度は、1985年改正で支給開始年齢が65歳に引き上げられた。但し、現在、
特例的に60歳から65歳未満の間、定額部分と報酬比例部分からなる「特別支給の老齢厚生年
金」が支給されている。しかし、2001年からは定額部分の支給開始年齢が生年月日によって
引き上げられ、2013年からは報酬比例部分の支給開始年齢が段階的に引き上げられることに
なっている。その結果、2025年4月以降は、60歳代前半で受給できる老齢厚生年金はなくな
り、65歳より年金が支給される制度が完成することになる。従って、現在のように60歳定年
制を維持しながら、再雇用という形で高年齢者の雇用を確保するのではなく、「65歳定年制」
を法制上検討すべき時期に来ているといえる。わが国の高齢者の平均寿命は、2006年現在、
男性79.0歳、女性85.8歳で１９）、高齢期が長くなっている。「70歳まで働ける企業の実現」に
向けた提言なども現在なされており２０）、年齢に関係なく働く意志があれば、働き続けられる
「エイジ・フリーな社会」の実現が待たれるところである。 
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注 
1）青山悦子「「改正高年齢者雇用安定法」施行に伴う調査・研究報告書」連合栃木総合生活研究所[研
究と提言シリーズNo.36]、2007年3月 
2）2006年は総務省統計局「労働力調査」、2017年、2030年は労働政策研究・研修機構「2007年度需
給推計調査会」における推計結果による。 
3）同上 
4）EU加盟国でも、近年、急速な少子高齢化をにらんで高年齢者の雇用促進策を進めており、2010年
までに55～64歳層の就業率を50％に引き上げる目標を設定している。 
5）厚生労働省「改正高齢法施行通達」による。 
6）調査対象は、農林水産業、鉱業などを除く全国の従業員規模300人以上の民間企業5000社を対象、
回収数は1105社（有効回答率22.1％）、調査回答企業の業種は製造業26.9％、非製造業65.3％、従
業員数では、1000人以上26.7％、500～999人29.5％、300～499人33.8％、300人未満6.7％などで
ある。 
7）経済財政諮問会議労働市場改革専門調査会「労働市場改革専門調査会第3次報告」（2008年2月）。 
8）同上。 
9）電機産業における雇用延長の取り組みについては、日本労働研究機構労使関係の現状と展望に関す
る研究「超高齢化社会の仕事と暮らし－電機連合の雇用延長の取り組み」（2000年9月）、石本秀彦 
「電機連合における雇用延長の取り組み」（電機連合「NAVI」No.20,2008年7・8月号） 
10）電機連合の雇用延長の取り組みについても同上参照。 
11）電機連合「2006年総合労働条件改善闘争(労働時間・労働協約関係)要求・回答内容一覧」による。 
12）日本経済団体連合会「高齢者雇用の促進に向けた取組みと今後の課題」（2008年11月）の第2部事
例編による。 
13）電機連合「調査時報」No.358、2006年2月。 
14）富士電機ホールディングスの定年延長制度については、松井洋明「65歳定年制実現、給与、退職
金、年金をセットで改定富士電機」（労務行政研究所「労政時報」第3459号、2000年9月）、「60歳
超雇用制度事例/富士電機ホールディングス」（同「労政時報」第3687号、2006年10月）、山内俊博 
「富士電機グループの定年延長制度」（電機連合「NAVI」No.20 2008年7・8月号）による。 
15）富士電機ホールディングスの賃金制度については、労務行政研究所「労政時報」第3619号（2004
年2月）による。 
16）「朝日新聞」2008年12月23日。 
17）「経済財政改革の基本方針2008」(2008年6月27日閣議決定)。 
18）「日本経済新聞」2006年12月26日、「日本経済新聞」2008年5月5日。 
19）厚生労働省「安全生命表」による。 
20）高齢・障害者雇用支援機構「「70歳まで働ける企業」の実現に向けた提言」(2007年8月)。 
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